
様式１（主な取組）

【 098-866-2231 】

「主な取組」検証票

施策展開 1-(1)-イ 社会生活における資源循環の推進
施 策 ①３Ｒの推進と環境負荷の低減化

施策の小項目名 ○廃棄物３Rの推進

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 島しょ型資源循環社会構築事業 対応する成果指標 一般廃棄物及び産業廃棄物のリサイクル率

施策の方向
・本県は、狭あいな島しょ性により環境負荷に脆弱な特性を有していることから、廃棄物の３Ｒを積極的に推進します。第１に発生抑制
（Reduce）、第２に再使用（Reuse）、第３に再生利用（Recycle）の３Ｒに加え、第４に熱回収、第５に適正処分を処理の優先順位として、循
環型社会の形成に向けて取り組みます。

　県全域でリサイクルを推進するため、モデル事業
の実施を通じて、プラスチック製容器包装や生ごみ
等の資源循環可能な廃棄物のリサイクル方法や水
平展開の手法等を検討し、本県に適したリサイクル
体制の構築に取り組む。

県,市町村,事業者

調査・検討、モデル事業選定、モデル構築に係る支援等の実施

調査・検討委員会の開催 モデル事業選定 モデル事業実施への支援

３回 １件 １件

 担当部課【連絡先】 環境部環境整備課 関連URL ―
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

２　取組の状況（Do）

予算事業名 島しょ型資源循環社会構築事業 予算事業名 島しょ型資源循環社会構築事業

実施方法 当初予算額

一括交付金
（ソフト）

委託 45,373 80,951
一括交付金
（ソフト）

委託 72,778

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　対象地域において資源循環モデル事業の実証試験を行った。
また、検討委員会において効果の検証及び令和７年度に実施す
るモデル事業の検討等を行った。

　対象地域において資源循環モデル事業の実証試験を行うとと
もに、検討委員会において効果の検証及び水平展開の手法等の
検討等を行う。

活動指標名 調査・検討委員会の開催 R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　伊是名村でのプラスチック容器包装の再資源化に関するモデル事業、多良間村でのバイオマスを活用したバイオガス発酵施設の導入に向けた体制構築に関するモデル事業
の2件を実施したことから、目標を達成した。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○引き続き、本県に適したリサイクル手法等を検討するとともに、作成した資源循
環モデル事業案について、リサイクル率の向上、実現可能性、波及性の観点から選
定した対象地域においてモデル事業の実証を行う。

○一般廃棄物のリサイクル率を向上させるため、本事業における検討委員会等を通
じて、資源循環モデル事業に係る水平展開の手法等を検討し、市町村における資源
ごみの分別収集の取り組みを促進する。

本県に適したリサイクル手法等を検討するため、プラスチック資源循環促進法に基づく
再商品化事業の実施可能性の調査や、令和５年度に選定した２つの資源循環モデル事業
の実証試験を行った。また、市町村の分別収集の取り組みを促進するため、検討委員会
においてモデル事業の効果検証を行うとともに、令和７年度に実施する資源循環モデル
事業や水平展開の取組について選定した。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　令和５年度に選定した伊是名村でのプラスチッ
ク容器包装の再資源化に関するモデル事業、多良
間村でのバイオマスを活用したバイオガス発酵施
設の導入に向けた体制構築に関するモデル事業の
2件を実施した。

3回 2件 2件 １件 100.0%
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様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　県内の多くの市町村で資源ごみであるプラスチック（ペッ
トボトルを除く。）、バイオマス（主に厨芥類）は分別収集
されておらず、燃えるごみとして処理されており、リサイク
ルが推進されていない。

④ 創意工夫による取
組の改善(合理化・効
率化)

　引き続き、本県に適したリサイクル体制の構築に向け、モ
デル事業を実施するとともに、検討委員会において事業効果
の検証を行い、モデル事業の水平展開に取り組む。

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　資源循環モデル事業の実施にあたっては、他市町村への水
平展開につながり、それによりリサイクル率の向上となるよ
う、効果的な実施方法を検討する必要がある。 ② 連携の強化・改善

　検討委員会においてモデル事業が水平展開されるよう実施
方法や効果について検証する。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2231 】

主な取組 産業廃棄物発生抑制・リサイクル等推進事業 対応する成果指標 一般廃棄物及び産業廃棄物のリサイクル率

施策の方向
・本県は、狭あいな島しょ性により環境負荷に脆弱な特性を有していることから、廃棄物の３Ｒを積極的に推進します。第１に発生抑制
（Reduce）、第２に再使用（Reuse）、第３に再生利用（Recycle）の３Ｒに加え、第４に熱回収、第５に適正処分を処理の優先順位として、循環
型社会の形成に向けて取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 1-(1)-イ 社会生活における資源循環の推進
施 策 ①３Ｒの推進と環境負荷の低減化

施策の小項目名 ○廃棄物３Rの推進

　県内の産業廃棄物の発生抑制、再使用、リサイク
ルを促進し、循環型社会の形成を図るとともに、離
島における産業廃棄物の適正処理の促進を図るた
め、県内の事業者等が行う施設・設備の整備に要
する経費について補助金を交付する。

県

県内の事業者等が実施する産業廃棄物の発生抑制、再使用、リサイクル等を推進するための施設・設
備の整備等への支援

補助事業採択件数（累計）

１件 １件（２件） １件（３件）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

 担当部課【連絡先】 環境部環境整備課 関連URL
https://www.pref.okinawa.lg.jp/kurashikankyo/gomirecycle/100

4144/1026606.html
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

２　取組の状況（Do）

予算事業名 産業廃棄物発生抑制・リサイクル等推進事業 予算事業名 産業廃棄物発生抑制・リサイクル等推進事業

実施方法 当初予算額

県単等 補助 10,562 10,007 県単等 補助 10,663

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　産業廃棄物の発生抑制や離島産廃の適正処理推進のため、排
出事業者や処理業者等が実施する施設・設備の整備を公募・選
定し、補助金を交付した。

　産業廃棄物の発生抑制や離島産廃の適正処理推進のため、排
出事業者や処理業者等が実施する施設・設備の整備を公募・選
定し、補助金を交付する。

活動指標名 補助事業採択件数（累計） R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

順調

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　産業廃棄物の発生抑制等、離島産廃の適正処理
を推進するため、産業廃棄物の排出事業者や処理
業者等が実施する施設・設備の整備を公募・選定
の上、補助金を交付した。1件 1件 2件 １件（３件） 100.0%
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様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　令和４年度から補助対象事業に離島産廃適正処理推進事業を追加し、補助対象を拡大した。令和６年度は補助事業の応募が２件あり、選定の結果、離島と本島において産業
廃棄物のリサイクルを促進するための施設・設備の整備への支援を行い、リサイクルの推進が図られた。補助事業採択件数の目標１件に対し実績２件だったことから、順調と
判定した。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○施設・設備の整備前に設置許可に係る事前協議が必要な場合、半年程度の期間を
要することから、事業者に対し、早めに関係機関に必要な手続きについて相談する
よう、引き続き周知を行う。

公募開始は前年度から行い、事業内容については常時HPで公開している。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　離島における廃棄物処理に係る課題解決のため、既存の民
間事業者に加え、補助事業対象者に離島市町村を追加・拡充
する必要がある。


⑦ 取組の時期・対象
の改善

　当該補助金交付要綱を改正し、補助事業対象者に産業廃棄
物の処理を行う離島市町村を追加する。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2231 】

主な取組 ごみ減量化推進事業 対応する成果指標 一般廃棄物及び産業廃棄物のリサイクル率

施策の方向
・廃棄物の減量化や再利用ができる環境の構築に向けて、廃棄物の実態把握に基づき、一般廃棄物については市町村との連携により、また、産
業廃棄物については産業廃棄物税の活用等により、効果的な排出抑制、廃棄物の処理に関する啓発に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 1-(1)-イ 社会生活における資源循環の推進
施 策 ①３Ｒの推進と環境負荷の低減化

施策の小項目名 ○廃棄物排出抑制及び適正処理の啓発

　一般廃棄物の適正処理、ごみ減量化・循環型社
会の構築に向けた３Ｒ（リデュース・リユース・リサイ
クル）の推進に向け、各種月間等においてパネル展
を実施し、ごみ減量やリサイクルに関する普及啓発
活動を実施する。

県

ごみ減量に関する県民意識向上のための普及啓発活動等の実施

ごみ減量に関する啓発活動の実施数（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

 担当部課【連絡先】 環境部環境整備課 関連URL ―
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

２　取組の状況（Do）

予算事業名 ごみ減量化推進事業 予算事業名 ごみ減量化推進事業

実施方法 当初予算額

県単等 直接実施 2,172 3,605 県単等 直接実施 3,493

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　各種月間等のイベントにおいて、２回以上ごみ減量やリサイ
クル等に関するパネル展を実施して、県民に対し普及啓発を
行った。

　各種月間等のイベントにおいて、２回以上ごみ減量やリサイ
クル等に関するパネル展を実施して、県民に対し普及啓発を図
る。

活動指標名
ごみ減量に関する啓発活動の実
施数（累計）

R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　活動指標である「ごみ減量に関する啓発活動等の実施数」の目標値２回に対し、実績値が５回であったため順調と判定した。ごみ減量やリサイクルに関するパネル展開催
や環境教育等を合計５回実施し、県民に対してごみ減量化等に取り組むことの重要性について周知できた。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○他府県の取組等も参考にしながら、県民に対し、ごみ減量やリサイクル等の取組
について効果的に周知啓発が行えるよう改善する。

○効果的に使い捨てプラスチック削減に向けた取組の必要性を説明するため動画資料を
作成した。

○「沖縄県プラスチック問題の取組に関する指針」を令和７年３月に策定した。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　環境月間等のイベントでのごみ減量やリサイク
ルに関するパネル展、レジ袋辞退率調査、環境教
育など合計５回実施し、県民に対する普及啓発を
行った。2回 5回 5回 ２回（６回） 100.0%
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様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

③ 他地域等との比較
(内部要因)

　県民への周知啓発を効果的に行うために、周知啓発用資料
の内容について再度検討し、適宜更新する必要がある。

③ 他地域等事例を参
考とした改善

　他府県の取組等も参考にしながら、周知啓発用資料の内容
の見直しを検討し、県民に対し、ごみ減量やリサイクル等の
取組について効果的に周知啓発が行えるよう改善する。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2231 】

主な取組 市町村産廃対策支援事業 対応する成果指標 一般廃棄物及び産業廃棄物のリサイクル率

施策の方向
・廃棄物の減量化や再利用ができる環境の構築に向けて、廃棄物の実態把握に基づき、一般廃棄物については市町村との連携により、また、産
業廃棄物については産業廃棄物税の活用等により、効果的な排出抑制、廃棄物の処理に関する啓発に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 1-(1)-イ 社会生活における資源循環の推進
施 策 ①３Ｒの推進と環境負荷の低減化

施策の小項目名 ○廃棄物排出抑制及び適正処理の啓発

　市町村が実施する産業廃棄物処理施設周辺地域
の環境調査、産業廃棄物の不法投棄防止対策事
業等に要する経費を補助することにより、産業廃棄
物の訂正処理を推進し、地域環境の保全を図る。

県

市町村が実施する産業廃棄物処理施設周辺地域の環境調査、産業廃棄物の不法投棄防止対策事業
等への支援

補助事業採択件数（累計）

３件 ３件（６件） ３件（９件）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

 担当部課【連絡先】 環境部環境整備課 関連URL
https://www.pref.okinawa.lg.jp/kurashikankyo/gomirecycle/10

04144/1004237.html
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

２　取組の状況（Do）

予算事業名 市町村産廃対策支援事業 予算事業名 市彫塑産業対策支援事業

実施方法 当初予算額

県単等 補助 1,500 1,209 県単等 補助 1,500

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　市町村が実施する産廃施設周辺の環境調査や不法投棄防止対
策事業に要する経費に対し補助金を交付した。

　市町村が実施する産廃施設周辺の環境調査や不法投棄防止対
策事業に要する経費に対し補助金を交付する。

活動指標名 補助事業採択件数（累計） R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　令和６年度は計画通り３町村へ補助金を交付し、産業廃棄物周辺の地下水調査や不法投棄監視カメラ等の購入を支援することにより、地域環境の保全及び不法投棄の抑止
が図られた。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○引き続き、市町村の要望について調査するとともに、必要に応じ補助対象事業の
見直しを検討する。

○引き続き、県HPや市町村が参加する会議等で当事業の周知を行う。

当補助金制度について会議等で周知を行うとともに、全市町村あて要望調査を実施した
（６月実施）

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　市町村が実施する産廃施設周辺の環境調査や不
法投棄防止事業に要する経費に対し補助金を交付
した。3件 2件 3件 ３件（９件） 100.0%
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様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　当事業を開始した平成19年度以降、応募市町村が減少傾向
にあるため、今後、当事業の効果的な実施が困難となる可能
性がある。

⑦ 取組の時期・対象
の改善

　引き続き、市町村の要望調査や、県ＨＰや市町村が参加す
る会議等で当事業の周知を行うとともに、必要に応じ補助対
象事業の見直しを検討する。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2231 】

主な取組
排出事業者及び産業廃棄物処理業者に対する研修会
等の開催

対応する成果指標 一般廃棄物及び産業廃棄物のリサイクル率

施策の方向
・廃棄物の減量化や再利用ができる環境の構築に向けて、廃棄物の実態把握に基づき、一般廃棄物については市町村との連携により、また、産
業廃棄物については産業廃棄物税の活用等により、効果的な排出抑制、廃棄物の処理に関する啓発に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 1-(1)-イ 社会生活における資源循環の推進
施 策 ①３Ｒの推進と環境負荷の低減化

施策の小項目名 ○廃棄物排出抑制及び適正処理の啓発

　産業廃棄物の不適正処理は、地域の生活環境へ
の支障だけでなく自然環境や景観を損ねるなど大
きな社会問題となり、同廃棄物処理への県民の不
信感を助長している。処理業者への適正処理の啓
発や資質向上を図り、排出事業者へ廃棄物の適正

   処理を促すための研修を行う。

     

県

排出事業者、産業廃棄物処理業者等の資質向上及び産業廃棄物適正処理推進するたの研修会の実
施

研修会開催回数（累計）

５回 ５回（10回） ５回（15回）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

 担当部課【連絡先】 環境部環境整備課 関連URL ―
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

２　取組の状況（Do）

予算事業名 令和６年度産業廃棄物処理に関する研修会運営業務 予算事業名 令和６年度産業廃棄物処理に関する研修会運営業務

実施方法 当初予算額

県単等 委託 1,802 2,145 県単等 委託 2,272

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　産廃処理業者への研修会、排出事業者への研修会、医療機関
に対する研修会、電子マニフェスト操作説明会を開催した。

　産廃処理業者への研修会、排出事業者への研修会、医療機関
に対する研修会、電子マニフェスト操作説明会を開催する。

活動指標名 研修会開催回数（累計） R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　産廃処理業者・排出事業者及び医療機関の適正処理に係る研修会を８回実施し、計画値以上の研修会も実施できたことから、順調と判断した。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○引き続き、優良産廃処理業者認定事業者を講師に招き、認定のメリットや事業活
動の紹介を研修項目に盛込み、また法改正のあった事項を織り交ぜて説明すること
により、参加者の意識を高揚させる内容とする。

○近年の行政処分の事例から、令和４年度から医療機関に対する研修会を追加して
おり、引き続き、研修会において排出者責任の重大さや適正処理の手法等を説明す
る。

○優良産廃処理業者認定事業者を講師に招き、認定のメリットや事業活動の紹介を研修
項目に盛込み、また法改正のあった事項を織り交ぜて説明することにより、参加者の意
識を高揚させる内容とした。

○近年の行政処分の事例から、処理業者、排出事業者だけでなく医療機関に対する研修
内容を追加し、排出者責任の重大さや防止対策の手法等を説明した。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　産廃処理業者、排出事業者、医療機関向けに産
廃の適正処理の研修会（産廃処理業者は専門的な
内容）は北、中、南、宮、八で計５回、電子マニ
フェスト操作説明会は本島２回・宮古島１回の計
３回の合計８回開催した。

8回 8回 8回 ５回（15回） 100.0%
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様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　産業廃棄物の適正処理につなげるため、研修会の開催方法
等を適宜見直し、排出事業者及び処理業者の受講者数の増加
を図る必要がある。 ① 執行体制の改善

　当該業務に係る委託契約を早期に締結することで、受講者
の受講機会の向上を図るとともに、処理業者が受講した場合
にはメリットを与えることを検討する等により受講者数の増
加を図る。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2231 】

「主な取組」検証票

施策展開 1-(1)-イ 社会生活における資源循環の推進
施 策 ①３Ｒの推進と環境負荷の低減化

施策の小項目名 ○食品リサイクルの促進

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 家庭系食品廃棄物発生量の調査 対応する成果指標 一般廃棄物及び産業廃棄物のリサイクル率

施策の方向
・食品廃棄物のリサイクルを推進し、生産、加工・製造、小売における持続可能な資源循環のモデルとされる食品リサイクルループの促進に取り
組みます。

　家庭系食品廃棄物発生量を把握するための調査
を実施するとともに、市町村に対して食品廃棄物発
生量調査の実施を呼びかける。

県

家庭系食品廃棄物発生量調査の実施及び市町村に対する食品廃棄物発生量調査実施の呼びかけ

調査実施件数 家庭系食品廃棄物削減に向けた市町村への説明実施回数（累計）

２件 １回 １回（２回）

 担当部課【連絡先】 環境部環境整備課 関連URL ―
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

２　取組の状況（Do）

予算事業名 食品廃棄物調査事業 予算事業名 食品廃棄物調査事業

実施方法 当初予算額

各省計上 委託 1,320 1,815 各省計上 委託 1,698

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　家庭系食品廃棄物発生量を把握するため調査を実施するとと
もに、市町村においても食品廃棄物発生量調査を実施するよう
呼びかけを行った。

　家庭系食品廃棄物発生量を把握するため調査を実施するとと
もに、市町村においても食品廃棄物発生量調査を実施するよう
呼びかけを行う。

活動指標名 調査実施件数 R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

順調

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　宮古島市内で排出された可燃ごみ袋を開封し、
一般家庭から排出される食品廃棄物の内訳や重量
を把握する組成調査を実施した。2件 1回 1回 １回（２回） 100.0%
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様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　活動指標である「調査実施件数」の計画値１回に対し、実績値が１回であったため順調と判定した。家庭系食品廃棄物発生量調査を１市（宮古島市）で実施し、１人１日あ
たりの食品廃棄物発生量の推計や可燃ごみ全体に対する食品廃棄物の割合を算出することで、同廃棄物発生量の精度向上につながった。

令和6年度の取組改善案 反映状況

　市町村への働きかけだけでなく県民にも効果的な啓発が行えるよう取組内容の改
善を図る。

　家庭系食品廃棄物発生量調査をこれまで実施していない市町村で実施し、より詳細な１
人１日あたりの食品廃棄物発生量の推計や可燃ごみ全体に対する食品廃棄物の割合を算出
することができた。また、県民向けに効果的に啓発できるよう、県ホームページにおい
て、食品ロス量の目標値や現時点の削減状況（推計）を公表した。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　食品廃棄物発生量の精度を高めるため、より多くの市町村
で調査を行い、県全体の食品ロス量をより正確に把握する必
要がある。

⑦ 取組の時期・対象
の改善

　これまで実施していない規模の市町村で調査を行い、食品
廃棄物発生量の精度向上に取り組む。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2231 】

主な取組 ごみ処理の広域化とあわせ処理の促進 対応する成果指標 広域的処理を行う市町村数及びあわせ処理を行う市町村数

施策の方向
・数多くの島々からなる本県の島しょ性は廃棄物処理コストが高くなる構造を抱えていることから、複数市町村間での処理の広域化、産業廃棄
物のあわせ処理など、発生した廃棄物等を適正かつ効率的に処理する体制構築に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 1-(1)-イ 社会生活における資源循環の推進
施 策 ②効率的な廃棄物処理体制の推進

施策の小項目名 ○廃棄物の適正かつ効率的な処理体制構築

　ごみ処理の広域化とあわせ処理に関する市町村
の理解の促進を図るため、令和６年度市町村廃棄
物主管課長及び一部事務組合事務局長会議を開
催し、市町村及び一部事務組合の職員に対して、
ごみ処理の広域化や産業廃棄物と一般廃棄物を
併せて処理するあわせ処理の推進に向けた説明を
実施する。

県

ごみ処理広域化とあわせ処理に関する市町村の理解の促進

市町村説明会等開催数（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

 担当部課【連絡先】 環境部環境整備課 関連URL ―
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

２　取組の状況（Do）

予算事業名 ー 予算事業名 ー

実施方法 当初予算額

― 直接実施 ― 直接実施

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　市町村廃棄物主管課長及び一部事務組合事務局長会議を開催
し、市町村等の職員に対して、ごみ処理の広域化とあわせ処理
の推進に向けた説明を行った。

　市町村廃棄物主管課長及び一部事務組合事務局長会議を開催
し、市町村等の職員に対して、ごみ処理の広域化とあわせ処理
の推進に向けた説明を行う。

活動指標名 市町村説明会等開催数（累計） R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　令和６年度は市町村廃棄物主管課長及び一部事務組合事務局長会議を１回開催し、目標を達成した。市町村及び一部事務組合の職員に対して、ごみ処理の広域化とあわせ
処理の推進に向けた説明を行い、理解の促進を図った。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○引き続き、市町村廃棄物主管課長及び一部事務組合事務局長会議等において、市
町村及び一部事務組合の職員に対して、ごみ処理の広域化の推進に向けた説明を行
い、関係者間における情報共有を図っていく。

○引き続き、市町村廃棄物主管課長及び一部事務組合事務局長会議等において、市
町村及び一部事務組合の職員に対して、あわせ処理の推進に向けた説明を行い、あ
わせ処理に係る手続等の周知を行っていく。

令和６年度は市町村廃棄物主管課長及び一部事務組合事務局長会議等において、市町村
及び一部事務組合の職員に対して、ごみ処理の広域化及びあわせ処理の推進に向けた説
明を行い、関係者間における情報共有を図るとともに、あわせ処理に係る手続等の周知
を行った。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　市町村廃棄物主管課長及び一部事務組合事務局
長会議を開催し、市町村等の職員に対して、ごみ
処理の広域化とあわせ処理の推進に向けた説明を
行った。1回 1回 1回 １回（３回） 100.0%
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様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　各市町村及び一部事務組合が所有する焼却施設の更新時期
を見据え、ごみ処理の広域化に取り組む必要があることか
ら、メリットやコスト低減等について長期的視点で情報提供

 し続けることが必要である。
② 連携の強化・改善

　引き続き、市町村廃棄物主管課長及び一部事務組合事務局
長会議等において、ごみ処理の広域化の推進に向けた説明を
行い、施設の更新時期に向けて検討を促していく。

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　あわせ処理は離島において、産業廃棄物の処理が停滞した
際に有効な手法であることから、県内の事例を市町村に情報
共有することが必要である。

④ 創意工夫による取
組の改善(合理化・効
率化)

　引き続き、市町村廃棄物主管課長及び一部事務組合事務局
長会議等において、あわせ処理の推進に向けた説明を行い、
あわせ処理の実施に向けた検討を促していく。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2231 】

主な取組 公共関与最終処分場周辺地域における協議会の開催 対応する成果指標 広域的処理を行う市町村数及びあわせ処理を行う市町村数

施策の方向
・民間の産業廃棄物管理型最終処分場の残余容量が限られていることから、県内の安定的な処理体制を確保するため、公共関与による産業廃棄物
管理型最終処分場の適正な運営及び同処分場を活用した廃棄物の適正処理の促進に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 1-(1)-イ 社会生活における資源循環の推進

施 策 ②効率的な廃棄物処理体制の推進

施策の小項目名 ○公共関与最終処分場を活用した廃棄物適正処理の推進

　安和エコパークの安全・安心な施設運営および地
域への貢献を図るため、安和区、名護市、沖縄県
環境整備センター（株）、沖縄県の四者による安和
区産廃協議会を開催する。

県

地域住民との対話・理解への取組（協議会の開催）

開催回数（累計）

４回 ４回（８回） ４回（12回）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

 担当部課【連絡先】 環境部環境整備課 関連URL
https://www.pref.okinawa.jp/kurashikankyo/gomirecycle/100414

4/1022396/1004262.html
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

２　取組の状況（Do）

予算事業名 沖縄県産業廃棄物管理型最終処分場周辺環境整備事業補助金 予算事業名 沖縄県産業廃棄物管理型最終処分場周辺環境整備事業補助金

実施方法 当初予算額

県単等 補助 11,945 2,395 県単等 補助 3,676

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　会議を３回開催し、地域振興事業の円滑な実施について協議
した。

    

　会議を２回開催し、地域振興事業の円滑な実施について協議
する。

活動指標名 開催回数（累計） R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

概ね順調

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　会議を３回開催し、地域振興事業について協議
した。

4回 5回 3回 ４回（12回） 75.0%
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様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　目標値４回のところ、実績値が３回のため、概ね順調と判定した。R６年５月の協議会において、地域振興推進事業が順調に進捗していることから、原則年４回から原則年
２回の開催に変更となった。R６年度の協議会は３回開催しており、原則２回の開催回数を上回ったが、本PDCAでの目標値は４回のため概ね順調となっている。また、協議会
での地域振興事業等の協議により、地域振興事業等の円滑な実施につながっている。

令和6年度の取組改善案 反映状況

日程の都合がつかず、対面での協議会が開催できない場合は、書面またはリモート
で開催する。

緊急で協議しなければならない事項について、書面会議を１回実施した。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　地域振興推進事業の変更協議等、会議を緊急で行わなけれ
ばならない場合がある。

⑥ 変化に対応した取
組の改善

　地域振興推進事業の変更協議等、会議を緊急で行わなけれ
ばならない場合は、説明資料や同意書等をメールで送付し、
速やかに意思確認を図る。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2231 】

主な取組
公共関与による産業廃棄物管理型最終処分場を活用
した環境教育の実施

対応する成果指標 広域的処理を行う市町村数及びあわせ処理を行う市町村数

施策の方向
・民間の産業廃棄物管理型最終処分場の残余容量が限られていることから、県内の安定的な処理体制を確保するため、公共関与による産業廃棄
物管理型最終処分場の適正な運営及び同処分場を活用した廃棄物の適正処理の促進に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 1-(1)-イ 社会生活における資源循環の推進

施 策 ②効率的な廃棄物処理体制の推進

施策の小項目名 ○公共関与最終処分場を活用した廃棄物適正処理の推進

　県内産業廃棄物の適正処理の推進に資するた
め、不法投棄の現状・課題等をテーマとした講座や
廃棄物処理施設見学等の環境教育を実施する。
もって県内の産業廃棄物の実態や課題の啓発およ
び持続可能な循環型社会形成の意識の醸成に取

    り組む。

県

産業廃棄物の処理方法、不法投棄の現状、処理施設の紹介等の環境教育実施

講習会開催回数（累計）

５回 20回（25回） 20回（45回）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

 担当部課【連絡先】 環境部環境整備課 関連URL
https://www.youtube.com/watch?v=hFacaS8cIPY&list=PLjCs709Xb

PupqjV4USO4YYKT777RKOWGb&index=8
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

２　取組の状況（Do）

予算事業名 産業廃棄物の適正処理に関する環境教育業務 予算事業名 産業廃棄物の適正処理に関する環境教育業務

実施方法 当初予算額

県単等 委託 4,950 3,498 県単等 委託 3,500

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　講習会等を９回行うとともに普及啓発動画の視聴を呼びか
 け、延べ703名が参加した。

　講習会等を20回行い、延べ400名以上の参加を目標とする。

活動指標名 講習会開催回数（累計） R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　目標値が20回のところ、実績値が18回（達成割合90％）のため順調と判定した。一方、講習会等および普及啓発動画の参加者数・視聴者数は合計703名となり、多くの県民
に普及啓発を行うことができた。

令和6年度の取組改善案 反映状況

受託者の選定方法を一般競争入札からプロポーザル公募に変え、環境教育の機会が
増えるよう多数の参加を促す効果的な提案を募る。

受託者の選定方法を一般競争入札からプロポーザル公募に変えた。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　講習会、見学会等を18回行うとともに普及啓発
動画の視聴を呼びかけ、延べ703名が参加した。

6回 10回 18回 20回（45回） 90.0%
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様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　より多くの県民が参加する方法や環境教育の内容等を検討
する必要がある。 ④ 創意工夫による取

組の改善(合理化・効
率化)

　環境教育内容の見直しや効果的な情報発信で、参加者の増
加を目指す。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2231 】

主な取組 海岸漂着物等地域対策推進事業 対応する成果指標 広域的処理を行う市町村数及びあわせ処理を行う市町村数

施策の方向
・海洋ごみについては、効率的な回収体制の構築、継続的な回収処理の実施、回収されたごみの再資源化に向けた研究開発・実用化等に取り組
みます。

「主な取組」検証票

施策展開 1-(1)-イ 社会生活における資源循環の推進
施 策 ②効率的な廃棄物処理体制の推進

施策の小項目名 ○海洋ごみの処理体制整備促進

　国が創設した「地域環境保全対策費補助金（海岸
漂着物等地域対策推進事業）」を活用し、海岸漂着
物の回収・処理及び発生抑制対策を実施する。

県

海岸漂着物等地域対策推進事業費補助金活用による漂着物回収・処理の促進

市町村への補助金活用の説明回数（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

 担当部課【連絡先】 環境部環境整備課 関連URL ―
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

２　取組の状況（Do）

予算事業名 海岸漂着物等地域対策推進事業 予算事業名 海岸漂着物等地域対策推進事業

実施方法 当初予算額

各省計上 補助 283,605 150,193 各省計上 補助 249,181

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　国の補助金を活用した事業で県（海岸管理者）及び市町村に
おいて海岸漂着物の回収・処理等を実施した。

　国の補助金を活用した事業で県（海岸管理者）及び市町村に
おいて海岸漂着物の回収・処理等を実施する。

活動指標名
市町村への補助金活用の説明回
数（累計）

R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　活動指標である「市町村への補助金活用の説明回数」の計画値２回に対し、実績値が２回であったため順調と判定した。２回の説明を行うことによって、市町村における
取組の検討を促すことができた。

令和6年度の取組改善案 反映状況

　海岸漂着物は、繰り返し際限なく漂着することから、引き続き、市町村に対し回
収処理への協力を呼びかけ、必要な予算の確保に努める。

　引き続き補助金の活用を促すとともに、新たな取組に関する相談や問い合せのあった
市町村に対し事業の具体的な執行方法や手続きを説明するとともに補助金の活用検討を
促した。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　令和６年５月28日の市町村向け会議において補
助金活用の説明を実施、令和５年８月26日に令和
６年度の補助金要望額調査と併せ未実施の市町村
に対し補助金活用の検討を促した。2回 2回 2回 ２回（６回） 100.0%
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様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　市町村に海岸漂着物の回収処理事業への参加を促すため、
事業参加検討に資する資料を配布するなど工夫が必要であ
る。 ① 執行体制の改善

　市町村に海岸漂着物の回収処理事業への参加を促すため、
引き続き、事業参加検討に資する資料を配布するなど工夫を
行う。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2231 】

主な取組 プラスチックごみ削減の推進 対応する成果指標
一般廃棄物・産業廃棄物プラスチック排出（リサイクル含む）
量

施策の方向
・地球規模でのプラスチックによる海洋汚染が懸念されていることから、脱プラスチック社会への変革に向けて、使い捨て容器包装等の削減な
どプラスチック製品の県内使用の低減化、プラスチック素材から自然素材への転換、自然環境に優しい生分解性プラスチックなど新しい代替素
材の研究開発、低コスト化の促進、普及啓発等に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 1-(1)-イ 社会生活における資源循環の推進
施 策 ④脱プラスチック社会の推進

施策の小項目名 ○使い捨てプラスチック製品等の使用削減

　使い捨てプラスチック製品使用削減に向けて、使
い捨てプラスチック製品の提供者である小売り事業
者等（レジ袋削減協定締結事業者）と年１回連絡会
議等を開催して意見交換を行うことにより、各社の
削減に向けた取組や行政への要望等について把
握し、具体的な削減に向けた取組へつなげて行く。

県

使い捨てプラスチック製品使用削減のための取組

レジ袋削減協定締結事業者との連絡会議等開催数（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

 担当部課【連絡先】 環境部環境整備課 関連URL ―
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

２　取組の状況（Do）

予算事業名 プラスチック問題対策普及啓発事業 予算事業名 プラスチック問題対策普及啓発事業

実施方法 当初予算額

県単等 委託 12,611 11,290 県単等 委託 10,360

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　「プラスチック問題の取組に関する指針」等の作成に向けた
関係事業者調整会議を開催し、意見交換を行った。

　レジ袋削減協定締結事業者及びその他関連事業者との関係事
業者調整会議等を開催し、使い捨てプラスチック製品使用削減
等に向けた意見交換を行う。

活動指標名
レジ袋削減協定締結事業者との
連絡会議等開催数（累計）

R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　活動指標である「レジ袋削減協定締結事業者との連絡会議等開催数」の計画値１回に対し、実績値が１回であったため順調と判定した。同会議により、「沖縄県プラス
チック問題の取組に関する指針」や「使い捨てプラスチック製品使用削減に係る手引き」の作成推進につながった。

令和6年度の取組改善案 反映状況

　「沖縄県プラスチック問題の取組に関する指針」等の作成に向けて、プラスチッ
ク製品提供事業者との意見交換を行う必要があることから、レジ袋削減協定締結事
業者及びその他関連事業者も含めて、関係事業者調整会議を１回以上開催する。

レジ袋削減協定締結事業者及びその他関連事業者と「沖縄県プラスチック問題の取組に
関する指針」等の作成に向けて意見交換を行った。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　「プラスチック問題の取組に関する指針」等の
作成に向けた関係事業者調整会議を開催し、意見
交換を行った。1回 1回 1回 １回（３回） 100.0%
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様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　「沖縄県プラスチック問題の取組に関する指針」等を推進
するにあたり、庁内外の関係者、県民等に周知・啓発する必
要がある。 ② 連携の強化・改善

　「沖縄県プラスチック問題の取組に関する指針」等を推進
するため、レジ袋削減協定締結事業者及びその他関連事業者
も含めて、関係事業者調整会議を開催して意見交換を行う。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2231 】

「主な取組」検証票

施策展開 1-(1)-イ 社会生活における資源循環の推進
施 策 ④脱プラスチック社会の推進

施策の小項目名 ○使い捨てプラスチック製品等の使用削減

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 プラスチック問題に関する万国津梁会議 対応する成果指標
一般廃棄物・産業廃棄物プラスチック排出（リサイクル含む）
量

施策の方向
・地球規模でのプラスチックによる海洋汚染が懸念されていることから、脱プラスチック社会への変革に向けて、使い捨て容器包装等の削減な
どプラスチック製品の県内使用の低減化、プラスチック素材から自然素材への転換、自然環境に優しい生分解性プラスチックなど新しい代替素
材の研究開発、低コスト化の促進、普及啓発等に取り組みます。

　プラスチック問題に関する万国津梁会議における
提言内容の具体化に向けて、県庁各課、市町村、
事業者、関係団体等の各主体が一体となって取り
組む。

県

万国津梁会議の開催
万国津梁会議の提言を具体化するための関係各課、市町村、事業
者、関係団体との取組

会議開催数 取組回数（累計）

３回 ４回 ４回（８回）

 担当部課【連絡先】 環境部環境整備課 関連URL ―
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

２　取組の状況（Do）

予算事業名 プラスチック問題対策普及啓発事業 予算事業名 プラスチック問題対策普及啓発事業

実施方法 当初予算額

県単等 委託 12,611 11,290 県単等 委託 10,360

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　万国津梁会議の提言を具体化するため、指針の策定にあた
り、県庁各課、市町村、関係事業者等から意見聴取を行った。

　令和７年３月に策定した指針の内容を県庁各課、市町村、事
業者、県民等に周知・啓発し、各主体が一体となってプラス
チック問題への取組を実施する。

活動指標名 会議開催数 R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　活動指標である「取組回数」の計画値4回に対し、実績値が4回であったため順調と判定した。

県庁各課、市町村、事業者、関係団体等に意見聴取を行うことにより、「沖縄県プラスチック問題の取組に関する指針」の策定につながった。

令和6年度の取組改善案 反映状況

効果的にプラスチック問題を推進するような指針となるよう、県庁関係各課、市町
村、事業者、関係団体等から意見聴取する。

「沖縄県プラスチック問題の取組に関する指針」の策定に向け、県庁関係各課、市町
村、事業者、関係団体等から意見聴取を計４回実施し、令和７年３月に策定することが
できた。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　プラスチック問題に関する万国津梁会議におけ
る提言内容の具体化に向けて、指針の策定にあた
り、県庁各課、市町村、事業者、関係団体等に意
見聴取を行った。書面による方法を含め計4回実
施した。

3回 4回 4回 ４回（８回） 100.0%
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様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　「沖縄県プラスチック問題の取組に関する指針」を推進す
るため、県庁各課、市町村、事業者、関係団体等の各主体が
一体となって取り組む必要がある。 ② 連携の強化・改善

　指針の推進にあたり、県庁各課、市町村、事業者、関係団
体等と連携して取り組む。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2064 】

主な取組
環境保全啓発事業（出前講座等による環境保全活動
の促進）

対応する成果指標
一般廃棄物・産業廃棄物プラスチック排出（リサイクル含む）
量

施策の方向
・地球規模でのプラスチックによる海洋汚染が懸念されていることから、脱プラスチック社会への変革に向けて、使い捨て容器包装等の削減など
プラスチック製品の県内使用の低減化、プラスチック素材から自然素材への転換、自然環境に優しい生分解性プラスチックなど新しい代替素材の
研究開発、低コスト化の促進、普及啓発等に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 1-(1)-イ 社会生活における資源循環の推進
施 策 ④脱プラスチック社会の推進

施策の小項目名 ○使い捨てプラスチック製品等の使用削減

　本県の環境教育の拠点である「沖縄県地域環境
センター」において、県民の環境保全意識の向上を
図るための環境情報の発信や各種環境保全啓発
活動を実施する。

県

沖縄県地域環境センターによる環境保全普及啓発活動の実施

出前講座等の活動回数（累計）

65回 67回（132回） 70回（202回）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

 担当部課【連絡先】 環境部環境再生課 関連URL https://kankyo-center.okinawa/
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

２　取組の状況（Do）

予算事業名 地域環境センター等管理運営等事業費 予算事業名 地域環境センター等管理運営等事業費

実施方法 当初予算額

県単等 委託 16,227 18,116 県単等 委託 18,436

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　 沖縄県地域環境センターによる環境情報の発信や各種環境
保全啓発活動を企画・実施した。

　 沖縄県地域環境センターによる環境情報の発信や各種環境
保全啓発活動を企画・実施する。

活動指標名 出前講座等の活動回数（累計） R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

順調

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　沖縄県地域環境センターにおいて、県内全域を
対象に学校や地域等での出前講座や自然観察会、
啓発イベント等の環境保全啓発活動を年間を通し
て実施した。また、センターのHPやセンター情報
誌で環境情報を発信した。

122回 81回 97回 70回（202回） 100.0%
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様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　沖縄県地域環境センターにおいて出前講座や自然観察会、啓発イベント等の各種啓発活動を目標値以上の97回開催し、環境学習･体験活動の機会を提供した。また、ＨＰや
情報誌等で環境教育プログラムの活用例の紹介、体験活動・体験イベント参加の呼びかけ、こどもエコクラブの活動の紹介をするなど、環境情報を発信したことから順調と判
定した。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○対象者のニーズや満足度等を把握するため、アンケート調査等を行うことで、各
種啓発活動の向上につなげる。

○リモートやオンラインでの啓発活動を継続して行うとともに、対象者のニーズに
合わせた啓発活動を展開する。

・対象者からの希望に応じて出前講座を開催した。また、地域環境センターホームページ
やX、Facebook、Instagramで情報を発信した。

・効果的な啓発活動とするため、環境教育プログラム集を活用した講座のほか、学校機関
等の要望を事前に取り入れた上で、目的に沿った出前講座を開催した。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　地域に根差した啓発活動を展開するためには、沖縄県地域
環境センターを中核に据えた事業を継続して実施する必要が
ある。 ① 執行体制の改善

　対象者のニーズや満足度等を把握するため、アンケート調
査等を行うことで、各種啓発活動の向上につなげる。

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　啓発活動の多様化（リモートやオンライン開催等）や社会
情勢を踏まえて事業展開を継続して行う必要がある。

⑥ 変化に対応した取
組の改善

　リモートやオンラインによる啓発活動の体制を継続すると
ともに、対象者のニーズや社会情勢を踏まえて啓発活動を展
開する。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2231 】

主な取組
プラスチック資源循環法に基づくプラスチック製品
リサイクルの促進

対応する成果指標
一般廃棄物・産業廃棄物プラスチック排出（リサイクル含む）
量

施策の方向 ・プラスチック資源循環戦略やプラスチック資源循環促進法等の国の施策を踏まえ、プラスチック資源の循環的利用の促進にも取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 1-(1)-イ 社会生活における資源循環の推進
施 策 ④脱プラスチック社会の推進

施策の小項目名 ○プラスチック資源の循環的利用の促進

　プラスチック製品の使用削減や資源循環に関す
る県民意識の向上のため、プラスチック資源循環促
進法等の内容を踏まえた普及啓発イベント等を実
施する。

県

プラスチック製品の資源循環に関する県民意識向上のための普及啓発活動等の実施

プラスチック資源循環促進法に関する啓発活動の実施回数（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

 担当部課【連絡先】 環境部環境整備課 関連URL ―

40



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

２　取組の状況（Do）

予算事業名 プラスチック問題対策普及啓発事業 予算事業名 プラスチック問題対策普及啓発事業

実施方法 当初予算額

県単等 委託 12,611 11,290 県単等 委託 10,360

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　商業施設や祭り会場でのパネル展やビーチクリーンを活用し
た普及啓発イベントを実施した。また、小学３～４年生を対象
とした啓発動画を作成した。

　プラスチック資源循環促進法等の内容を踏まえた普及啓発イ
ベント等を実施する。

活動指標名
プラスチック資源循環促進法に
関する啓発活動の実施回数（累
計）

R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

順調

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　集客が見込める県内の商業施設等でプラスチッ
ク問題に関する普及啓発イベントを計７回開催し
た。また、小学校３～４年生を対象とした、啓発
動画を作成した。3回 10回 7回 ２回（６回） 100.0%
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様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　活動指標である「プラスチック資源循環促進法に関する啓発活動の実施回数」の計画値２回に対し、実績値が７回であったため順調と判定した。普及啓発イベントや啓発用
動画を通して、県民の意識向上を図ることができた。

令和6年度の取組改善案 反映状況

効果的な啓発活動となるよう、実施内容や開催方法を検討する。
幅広い県民に周知・啓発するため、集客が見込める県内の商業施設や祭り会場等でパネル
展を開催するとともに、小中学生を対象に実施したビーチクリーンを通して普及啓発を
行った。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　効果的な啓発活動となるよう、実施内容や開催方法を検討
する必要がある。

⑤ 情報発信等の強
化・改善

　効果的な啓発活動となるよう、実施内容や開催方法を検討
する。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2231 】

主な取組 ちゅら島環境美化促進事業（全県一斉清掃） 対応する成果指標
一般廃棄物・産業廃棄物プラスチック排出（リサイクル含む）
量

施策の方向 ・プラスチック等による海洋汚染につながる陸域でのポイ捨て行為の防止対策に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 1-(1)-イ 社会生活における資源循環の推進
施 策 ④脱プラスチック社会の推進

施策の小項目名 ○ごみのポイ捨て防止の推進

　空き缶や吸い殻等の散乱を防止し環境美化の促
進を図ることを目的とし、県内各地の道路、公園、
観光地、海岸を対象として、夏季の行楽シーズン、
12月の年末大清掃の時期に合わせて、県民、事業
者、団体等の参加を得て環境美化活動を実施す
る。

県

環境美化促進のための全県一斉清掃の実施

一斉清掃の呼びかけ回数（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

 担当部課【連絡先】 環境部環境整備課 関連URL
https://www.pref.okinawa.jp/site/kankyo/seibi/ippan/chura-

seisou-top.html
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

２　取組の状況（Do）

予算事業名 ちゅら島環境美化促進事業 予算事業名 ちゅら島環境美化促進事業

実施方法 当初予算額

県単等 直接実施 2,587 743 県単等 直接実施 2,762

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　県民、事業者等の参加を得て、ちゅら島全県一斉清掃（夏
季・年末）を実施した。また、パネル展等を実施し環境美化意
識の高揚を図った。

　県民、事業者等の参加を得て、ちゅら島全県一斉清掃（夏
季・年末）を実施する。また、パネル展等を実施し環境美化意
識の高揚を図る。

活動指標名
一斉清掃の呼びかけ回数（累
計）

R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　夏季（6月～8月）、年末（12月）に一斉清掃の呼びかけを２回行ったところ、県民、事業者等の参加を得て、各地域での参加者数が延べ14,565人となったため進捗状況は
順調と判断した。

令和6年度の取組改善案 反映状況

　実績報告のない市町村・団体には、清掃実績の有無を再確認し、実施の働きかけ
や実施結果の把握に努める必要がある。

　年度当初（５月）に協力依頼の文書を送付して市町村および関係団体へ働きかけた。

　また、各回の清掃期間終了後には、市町村及び関係団体に報告依頼を実施し、実施結
果の把握に努めた。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　全県一斉清掃は夏季（6月～8月）、年末（12
月）の２回呼びかけを行ったところ、県民、事業
者等の参加を得て、各地域での参加者数は延べ
14,565人となった。2回 2回 2回 ２回（６回） 100.0%
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様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　一斉清掃の通知や実績報告の依頼について電子メールや郵
便で行っているが、特に実績報告の提出については積極的な
働きかけやフォローが必要である。 ② 連携の強化・改善

　実績報告のない市町村及び関係団体には、清掃実績の有無
を電子メールや電話等で確認するなど積極的な働きかけや
フォローを行い、実施結果の把握に努める。
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